
変更申請にかかる新旧対照表  ① 
 

変   更   後 変    更    前 
「自由都市・堺」再生計画本文中 

 

５－３－２ 地域提案型雇用創造促進事業（パッケージ事業） 
           （以下 略） 
５－３－３ 日本政策投資銀行の低利融資等 

○ 当該支援措置を受けようとする者］ 

支援対象地域（堺市全域）に現在立地する企業及び本市への新規立地を行なう

企業のうち 

① 対象地域の集積産業（エネルギー、金属、機械、化学工業等）に属し、高度

な技術力・生産力を有する事業者 

② 対象地域における低・未利用地の活用により、同地の雇用確保に資する事業

者等 

 

○ 当該支援措置を受けて実施し又はその実施を促進しようとする取り組みの

内容 

 

本地域再生計画に基づき実施する「中心市街地を含む都心部の整備と活性化」、

「内陸部・丘陵部の地域生活拠点や新たな商業集積の拡大による賑わいの創

出」、「臨海部における賑わいの創出」、「既存企業の再生と新規企業立地」並び

に「雇用対策の推進」の各事業推進（上記事業者による新技術開発、新規分野

への事業展開、環境配慮型経営、中核事業の強化・再構築、企業の新規誘致や

設備更新、また民間事業者と連携した都市基盤整備など）について、日本政策

投資銀行による事業化アドバイスや同行の融資を受けることにより民間活力

の導入を積極的に促進し、事業の円滑かつ迅速な推進を図ることとする。

「自由都市・堺」再生計画本文中 

 

５－３－２ 地域提案型雇用創造促進事業（パッケージ事業） 
          （以下  略） 
５－３－３ その他の支援措置の活用 
 
〇 工場立地法の地域準則に関する権限委譲 

 

         （以下  略） 

 



変更申請にかかる新旧対照表  ② 
 

変   更   後 変    更    前 
○ 合致する日本政策投資銀行の投融資指針に定める事業 

 

① 地域再生基本指針に基づく事業（中心市街地活性化事業等） 

② 地域産業集積・雇用開発促進事業（地域産業集積活性化等） 

③ 京都議定書目標達成促進事業（新エネルギー・自然エネルギー開発

等） 

④ 生活環境整備促進事業（廃棄物処理・リサイクル事業等） 

⑤ 新産業創出・活性化事業 

⑥ 新技術開発事業 

⑦ 経済構造改革支援事業（産業活力再生支援等） 

 

○ 支援措置が本地域再生計画の目標に不可欠な理由 

 

本地域再生計画に掲げた事業の推進については、本市の各種施策と民間事

業者による事業との連携が非常に重要な要素であり、日本政策投資銀行に

よる金融面での総合的な支援を通じて民間事業者の投資意欲を高めること

が可能となるため、当該支援措置が不可欠である。

 

５－３－４ その他の支援措置の活用 
       （以下  略） 

 

 



変更申請にかかる新旧対照表  ③ 
 
 

変   更   後 変    更    前 
「自由都市・堺」再生計画 工程表中 

 
「地域提案型雇用創造促進事業（パッケージ事業）」と「（旧プログラムによる

支援措置）工場立地法の地域準則に関する権限委譲 に「支援措置 C0701 
日本政策投資銀行の低利融資等」の行を挿入。 
    
支援

措置 

 

C0901 

地域提案型雇用創造促進事業 

（パッケージ事業） 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

支援

措置

C0701 

日本政策投資銀行の低利融資等

       

支援

措置 

「（旧プログラムによる支援措

置）工場立地法の地域準則に関す

る権限委譲」 

       

 
「自由都市・堺」再生計画 工程表説明中 

○ 主に臨海部における既存企業の生産活動の活性化と低・未利用地の有効活

用を支援するために「工場立地法の地域準則に関する権限委譲」を受け、

地域準則の策定に向けた調査等を行い、早期の地域準則策定を行う。 
○ 上記計画の推進にあたっては、民間活力の導入促進のため「日本政策投

資銀行の低利融資等」の活用を図る。

「自由都市・堺」再生計画 工程表中 

 

 

 

 

 

支援

措置

 

C0901 

地域提案型雇用創造促進事業

（パッケージ事業） 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

支援

措置

「（旧プログラムによる支援措

置）工場立地法の地域準則に関

する権限委譲」 

  
 

     

 

 

 

「自由都市・堺」再生計画 工程表説明中 

○ 主に臨海部における既存企業の生産活動の活性化と低・未利用地の

有効活用を支援するために「工場立地法の地域準則に関する権限委

譲」を受け、地域準則の策定に向けた調査等を行い、早期の地域準則

策定を行う。 
」の間



変更申請にかかる新旧対照表  ④ 
 

変   更   後 変    更    前 
添付書類 地域再生計画の全体像を示すイメージ図 中 

 
 

添付書類 地域再生計画の全体像を示すイメージ図 中 

 

日本政策投資銀行の低利
融資等 

地域提案型雇用創造促進

事業（パッケージ事業）  

地域再生支援のための 
「プロジェクトチーム」の設置

工場立地法の地域準則 
の権限委譲 

地域再生 

地域提案型雇用創造促進

事業（パッケージ事業）  

地域再生支援のための 
「プロジェクトチーム」の設置

工場立地法の地域準則 
の権限委譲 

地域再生

 


